
男女が性別にかかわりなく、

その個性と能力を十分に発揮することができる

男女共同参画社会の実現を目指して

あらまし

美しく　たくましく 



「男はこうあるべき」あるいは「女だから」というように、性別によってそ

れぞれの役割を押し付けたり、向き不向きを決めつけないことです。

そして、男女が社会の対等なパートナーとして、職場で、学校で、地域で、

家庭で、様々な活動ができるようにすることです。

まず単なる参加ではなく、主体的に企画の段階から関わっていくことを意

味する「参画」を推進し、結果として男女平等を実現します。

また、審議会における女性委員の登用を計画的に進めていくなどの措置（積

極的改善措置）も、必要に応じて実施します。

福井県では女性の就業率や夫婦共働きの割合が高く、女性も地域社会に大

きな貢献をしています。

しかし、大事な意思決定の場に女性を加えなかったり、「男は仕事、女は家

庭」というように、性別によってそれぞれの役割を決めつけるなど、まだまだ

実質的な男女平等が実現されていません。

少子高齢化など私たちの生活をめぐる状況の変化に対応していくためにも、

男女が性別にかかわりなく、それぞれの個性と能力を発揮できる社会づくり

が必要となっています。

県、市町村、県民、事業者および民間団体が連携、協働して取り組みます。

第2条 男女共同参画とは（定義）

前 文 なぜ必要？ 男女共同参画



・性別を理由とする差別的取扱い

・セクシュアル・ハラスメント（性的ないやがらせ等）

・ドメスティック・バイオレンス（夫婦その他の男女間における暴力行為）

・基本理念に基づき、施策を総合的に策定、実施します。

・市町村や県民、事業者、民間団体の皆さんと連携、協力して取り組みます。

・基本理念に基づき、職場、学校、地域、家庭などいろいろなところで、男女

共同参画社会づくりに努めましょう。

・県が実施する施策に協力しましょう。

男女の人権の尊重

性別を理由とする差別をなくし、「男」

「女」である以前に、ひとりの人間として能

力を発揮できる機会を確保しましょう。

政策等の立案
および決定への共同参画

男女が社会の対等なパートナーとして、いろい

ろな方針の決定に共同して参画できるようにしま

しょう。

制度または慣行の見直し

「男だから」「女だから」というような固定的な役割分担意

識にとらわれず、男女が様々な活動ができるよう、社会の制度

や慣行のあり方を見直しましょう。

家庭生活における
活動と他の活動の両立

家族が互いに協力し、家事、育児、介護などの家庭に

おける役割を果たしながら、仕事や学習、地域活動もで

きるようにしましょう。

国際的協調

国際社会と共に歩むことも大切です。他の

国々や国際機関との協調の下に取り組みまし

ょう。

県は

第3条 推進するための5本の柱（基本理念）

私たちはどうすればいいの（責務）第4条～第6条

第7条 絶対にしてはいけないこと（禁止事項）

県民や事業者の
みなさんは



（目的）

第１条　この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本

理念を定め、ならびに県、県民および事業者の責務を

明らかにするとともに、県の施策の基本となる事項を

定めることにより、男女共同参画を総合的かつ計画的

に推進し、もって男女共同参画社会を実現することを

目的とする。

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意

義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

一　男女共同参画　男女が、社会の対等な構成員とし

て、自らの意思によって社会のあらゆる分野における

活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に

政治的、経済的、社会的および文化的利益を享受する

ことができ、かつ、共に責任を担うことをいう。

二　積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間

の格差を改善するため必要な範囲内において、男女の

いずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供するこ

とをいう。

（基本理念）

第３条　男女共同参画は、次に掲げる理念を基本として

推進されなければならない。

一　男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女

が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個

人として能力を発揮する機会が確保されることその他

の男女の人権が尊重されること。

二　社会のあらゆる分野における制度または慣行が男女

の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をでき

る限り中立なものとなるように見直されること。

三　男女が、社会の対等な構成員として、県における政

策または民間団体における方針の立案および決定に共

同して参画する機会が確保されること。

四　家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の

下に、家庭生活における活動について家族の一員とし

ての役割を果たし、かつ、当該活動以外の活動を行う

ことができるようにすること。

五　男女共同参画の推進が国際社会における取組と密接

な関係を有していることにかんがみ、国際的協調の下

に行われること。

福井県男女共同参画推進条例 平成14年10月11日公布
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すべての人は、個人として尊重され、法の下に平等であり、男女の人権は、性別にかかわりなく尊重されなければな

らない。

福井県では、男女平等の実現に向けて、国際社会や国の動きと協調しつつ、女性の就業率や夫婦共働きの割合が高い

という地域特性を踏まえ、様々な取組が進められてきた。

しかしながら、社会の様々な分野において、性別による固定的な役割分担意識やそれに基づく制度または慣行が依然

として根強く存在しており、真の男女平等の実現には多くの課題が残されている。

これらの課題に対処して、男女が、互いの人権を尊重し、協力し合い、その個性と能力を発揮することができる男女

共同参画社会を実現し、ゆとりと創造力あふれる福井を築いていくためには、県、市町村、県民および事業者が連携し、

および協働しながら、男女共同参画の推進に関する取組を積極的に展開していくことが必要である。

ここに、わたしたちは、男女共同参画社会の実現を目指すことを決意し、男女共同参画の推進についての基本理念を

明らかにし、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するために、この条例を制定する。

福井県男女共同参画推進条例

第1章　総則



（県の責務）

第４条　県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、男女共同参画の推進に関する施

策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策

定し、および実施する責務を有する。

２　県は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認めら

れる施策を策定し、および実施するに当たっては、男

女共同参画の推進について配慮するものとする。

３　県は、男女共同参画の推進に当たっては、県民、事

業者およびこれらの者で組織する民間団体（以下「県

民等」という。）ならびに市町村と連携し、および協力

して取り組むよう努めるものとする。

（県民の責務）

第５条　県民は、職場、学校、地域、家庭その他の社会

のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、性別

による固定的な役割分担意識に基づく制度および慣行

の改善その他の男女共同参画の推進に努めなければな

らない。

２　県民は、県が実施する男女共同参画の推進に関する

施策に協力するよう努めなければならない。

（事業者の責務）

第６条　事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動

を行うに当たっては、男女共同参画の推進に努めなけ

ればならない。

２　事業者は、男女が共に職場における活動と家庭等に

おける活動とを両立することができるよう、職場環境

の整備に努めなければならない。

３　事業者は、県が実施する男女共同参画の推進に関す

る施策に協力するよう努めなければならない。

（性別による権利侵害の禁止）

第７条　何人も、性別を理由とするあらゆる差別的取扱

いをしてはならない。

２　何人も、性的な言動により相手方の生活環境を害す

る行為および性的な言動に対する相手方の対応により

その者に不利益を与える行為をしてはならない。

３　何人も、配偶者その他の男女間における暴力行為

（精神的に苦痛を与える行為を含む。第１５条において

同じ。）をしてはならない。

第１節　男女共同参画の推進に関する基本計画

第８条　知事は、男女共同参画の推進に関する施策を総

合的かつ計画的に推進するため、男女共同参画の推進

に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を

定めるものとする。

２　基本計画は、次に掲げる事項について定めるものと

する。

一　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画の推

進に関する施策の大綱

二　前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進

に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため

に必要な事項

３　知事は、基本計画を定めるに当たっては、あらかじ

め福井県男女共同参画審議会の意見を聴かなければな

らない。

４　知事は、基本計画を定めるに当たっては、県民等の

意見を反映することができるよう配慮するものとする。

５　知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これ

を公表するものとする。

６　前三項の規定は、基本計画の変更について準用する。

第２節　男女共同参画の推進に関する基本的な施策

（県民等の理解を深めるための措置）

第９条　県は、広報活動等を通じて、基本理念に関する

県民等の理解を深めるよう適切な措置を講ずるととも

に、男女共同参画の推進に関する教育および学習の機

会の充実に努めるものとする。

（制度および慣行の改善を促進するための措置）

第１０条　県は、社会のあらゆる分野において、性別によ

る固定的な役割分担意識の改革および当該意識に基づ

く制度または慣行の改善を促進するため、情報の提供、

人材の養成その他の必要な措置を講ずるものとする。

（家庭生活における活動とそれ以外の活動との両立のための支援）

第１１条　県は、家族を構成する男女が、共に家庭生活

における活動と職業生活における活動その他の活動と

を両立することができるように、必要な支援を行うよ

う努めるものとする。

第2章　男女共同参画の推進に関する基本的施策等



（農山漁村における男女共同参画の推進)

第１２条　県は、農山漁村において、男女が、農林水産業

の経営およびこれに関連する活動または地域における

活動に共同して参画することができるよう、必要な環

境の整備に努めるものとする。

（働く場における男女共同参画の推進)

第１３条　県は、すべての働く場において、男女が性別に

かかわらず個々の能力を発揮することができるよう、必

要な環境の整備に努めるものとする。

（政策等の決定過程における男女共同参画の推進）

第１４条　県は、市町村および民間団体における政策およ

び方針の決定過程において、男女が共同して参画する

機会が確保されるように、情報の提供その他の必要な

支援を行うよう努めるものとする。

２　県は、附属機関その他これに準ずるものにおける委

員の任命または委嘱に当たっては、積極的改善措置を

講ずるよう努めるものとする。

（暴力の根絶）

第１５条　県は、配偶者その他の男女間における暴力行為

を根絶し、および被害者の保護を図るために、情報の

提供、相談その他の必要な措置を講ずるものとする。

（市町村、県民等の活動に対する支援）

第１６条　県は、市町村が実施する男女共同参画の推進

に関する施策および県民等が行う男女共同参画の推進

に関する活動を支援するため、情報の提供その他の必

要な措置を講ずるものとする。

第３節　男女共同参画の推進に関する普及啓発

（男女共同参画推進員の設置）

第１７条　県民の協力を得て男女共同参画の推進を図る

ため、男女共同参画の推進に係る普及啓発その他の活

動を行う男女共同参画推進員を置く。

（男女共同参画月間）

第１８条　男女共同参画についての県民等の関心と理解

を深めるため、男女共同参画月間を設ける。

２　男女共同参画月間は、六月とする。

（表彰）

第１９条　知事は、男女共同参画を積極的に推進する県

民等を表彰することができる。

第４節　男女共同参画の推進に関する推進体制の整備等

（推進体制の整備等）

第２０条　県は、男女共同参画の推進に関する施策を総

合的に策定し、および実施するための体制を整備する

とともに、必要な財政上の措置その他の措置を講ずる

よう努めるものとする。

２　福井県生活学習館を男女共同参画の推進のための拠

点施設とする。

（相談および苦情の処理）

第２１条　知事は、性別による差別的取扱いその他の男女

共同参画の推進を阻害する行為について、県民等から

相談があったときは、関係機関と連携して適切な処理

に努めるものとする。

２　知事は、県が実施する男女共同参画の推進に関する

施策または男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認め

られる施策について、県民等から苦情、意見その他の

申出があったときは、当該申出に対し適切な処理をす

るよう努めるものとする。

３　知事は、前項に規定する申出の処理に当たり特に必

要があると認めるときは、福井県男女共同参画審議会

の意見を聴くものとする。

（調査研究等）

第２２条　県は、男女共同参画に関する施策を効果的に

推進するため、男女共同参画に関する情報の収集およ

び分析ならびに調査研究を行うものとする。

２　県は、必要があると認めるときは、事業者に対し、

その事業活動における男女共同参画の状況に関する調

査について協力を求めることができる。

（年次報告）

第２３条　知事は、毎年、男女共同参画の推進の状況お

よび男女共同参画の推進に関する施策の実施の状況に

ついて報告書を作成し、公表するものとする。



（福井県男女共同参画審議会）

第２４条　男女共同参画の推進に関する重要事項につい

て調査審議等を行うため、福井県男女共同参画審議会

（以下「審議会」という。）を置く。

（所掌事務）

第２５条　審議会は、次に掲げる事務を所掌する。

一　この条例の規定により審議会の権限に属させられ

た事項の処理に関すること。

二　男女共同参画の推進に関する重要事項についての調

査審議および建議に関すること。

（組織）

第２６条　審議会は、委員十人以内で組織する。

２　男女いずれか一方の委員の数は、委員の総数の十分

の四未満であってはならない。

３　委員は、学識経験を有する者のうちから、知事が委

嘱する。

４　委員の任期は、二年とし、再任されることを妨げな

い。ただし、当該委員が欠けた場合における補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長および副会長）

第２７条　審議会に会長および副会長を置き、委員の互

選によりこれを定める。

２　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、

または会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第２８条　審議会の会議は、会長が招集する。

２　審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開

くことができない。

３　会長は、審議会の議長となり、議事を整理する。

４　審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可

否同数のときは、会長の決するところによる。

（その他）

第２９条　この章に定めるもののほか、審議会の運営に

関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

（施行期日）

１　この条例は、平成１４年１１月１日から施行する。

（経過措置）

２　この条例の施行の際現に策定され、および公表され

ている男女共同参画の推進に関する県の基本的な計画

であって、男女共同参画の推進に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るためのものは、第８条の規定

により策定され、および公表されたものとみなす。

第3章　福井県男女共同参画審議会

附則



福井県県民生活部男女共同参画室
〒910‐8580 福井市大手3－17－1

電話 0776－20－0319
（FAX 0776－20－0633）
E-mail: seijo@ain.pref.fukui.jp
http://info.pref.fukui.jp/seisyounen/

県の主な取り組みは（基本的施策）第8条～第23条

1 基本計画の策定 (8条)

2 基本的な施策
�県民等の理解を深めるための措置 (9条)

�制度・慣行の改善を促進するための措置 (10条)

�家庭生活とそれ以外の活動との両立支援 (11条)

�農山漁村における男女共同参画の推進 (12条)

�働く場における男女共同参画の推進 (13条)

�政策等の決定過程における男女共同参画の推進(14条)

�暴力の根絶(15条) 

�市町村、県民等に対する支援(16条)

3 普及啓発
�男女共同参画推進員の設置(17条)

�男女共同参画月間（六月）(18条)

�表彰 (19条)

4 推進体制の整備等
�推進体制の整備(20条)

�相談および苦情の処理(21条)

�調査研究等(22条)

�年次報告 (23条)

福井県男女共同参画推進条例のしくみ

男女共同参画社会の実現
(1条)

定義
(2条)

基本的施策等
(8－23条)

県民
(5条)

事業者
(6条)

意見等

性別による権利侵害の禁止
(7条)

古紙配合率100%再生紙を使用

責　務

市町村 民間団体

基本理念
(3条)

福井県
男女共同参画
審議会
(24－29条)

連携・協働

県
(4条)


